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論文要旨 

本研究の目的は、北海道と関東地方における 2校の国立大学を事例に、留学

事業の関係者、アフリカ人留学生及びその指導教員の視点から、日本における

アフリカ人留学生受け入れの状況と課題を明らかにすることである。インタビ

ューを実施した結果、日本の文化や高度な技術は留学生を惹きつける一方、世

界大学ランキングにおける低い順位や留学申請システムの煩雑さは留学の阻

害要因であることが明らかになった。アフリカ人学生の留学課題として、言語

上の問題、学習上の問題、文化上の問題などが挙げられる。特に、日本の独特

な文化と関連するカルチャーショックがある。また、マイノリティとして直面

している差別的問題は顕著である。この他に、日本での就職を検討することが

難しいこともわかった。 
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Abstract 

The purpose of this study is to identify the situation and challenges of accepting 

African students in Japan from the perspectives of people involved in study abroad 
projects, African students, and their supervisors through interviews. This study uses two 
national universities in Hokkaido and Kanto region as case studies. The interview results 
indicate that Japanese culture and advanced technologies serve as attractive factors for 
African students. However, the low rankings of Japanese universities in global university 
rankings and the complexity of the study application system discourage African students 
from studying in Japan. The challenges faced by African students studying in Japan 
include language problems, learning difficulties, and cultural issues. In particular, there 

is culture shock associated with the unique Japanese culture. The discriminatory 
problems they face as minorities are also pronounced. Additionally, it is difficult to 
consider employment in Japan.  
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1. 研究背景 

本研究の目的は、北海道と関東地方における 2校の国立大学を事例に、留

学事業の関係者、アフリカ人留学生及びその指導教員の視点から、日本にお

けるアフリカ人留学生受け入れの状況と課題を明らかにすることである。 

 近年、学生の国際移動が拡大しており、世界の高等教育機関における留学

生数は、2000年の 211万人から、2020年には 638万人に達している（UNESCO 

Institute for Statistics）。留学生の主要な受入国として、アメリカ、イギリス、

フランス、オーストラリア、カナダおよびドイツは、全留学生の過半数を受

け入れてきた。一方で、留学生の送出国を見ると、2020 年時点でアジアか

らの留学生が全体の 54%を占めており、アフリカからの留学生数は、世界全

体のわずか 7％であるが、2000年の 18万人から 2020年には 42万人へ増加

するなど、急速な変化が起こっている（同出典）。アジア諸国では、若年層

の人口の減少傾向および高等教育の質的向上により、今後留学生数の減少

が予測される。それに反して、人口増加の途上にあるアフリカ諸国では、中

等教育を修了した学生数が継続的に増加するにもかかわらず、高等教育へ

のアクセスが限定的で、かつ教育の質が保障されていないため、今後さらな

る留学生数の増加が見込まれる（ICEF Monitor 2019）。 

留学生受け入れの主要国である日本では、「留学生 30 万人計画」が 2008

年に策定された。この計画は、日本を世界により開かれた国とし、アジア、

世界との間のヒト、カネ、情報の流れを拡大するグローバル戦略の一環とし

て、2020年度を目途に留学生の受け入れ 30万人を目指すものである（文部

科学省 2008a）。その後、関係 7 省庁（文部科学省、外務省、法務省、厚生

労働省、経済産業省、国土交通省、観光庁）においては、「留学生 30万人計

画」関係省庁会議を設置し、計画が掲げる目標を達成するべく、5つの施策

を策定した。具体的には、①日本留学への誘い、②入試・入学・入国の入り

口の改善、③大学等のグローバル化の推進、④受け入れ環境づくり、⑤卒業・

修了後の社会の受け入れの推進である。このように、日本留学への動機づけ

から日本での就職など卒業後の進路に至るまで、一体としての施策の推進

に取り組んできた（同出典）。 

2019 年 5 月 1 日時点で外国人留学生が 31 万となり、「留学生 30 万人計
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画」は達成されており、目標よりも 1年早く、数も 31万人と 1万人多くな

っている（日本学生支援機構 2019）。さらに、従来の留学生 30万人計画に

代わる、新たな留学生派遣・受け入れ計画が策定され、2033 年までに、日

本人学生の海外留学者数 50 万人、外国人留学生の受け入れ数 40 万人の実

現を目指すことを始めとした具体的な指標が、同計画に位置付けられた（文

部科学省 2023）。 

このように、受け入れ留学生数が増加しているものの、留学生の出身地域

をみると、9割以上がアジア地域出身であり、他地域の留学生の割合は低い

ため、留学生受け入れの多様性に欠けている課題がある。その課題として、

アフリカ人留学生受け入れの不足が挙げられる。2019 年時点、アフリカ出

身の留学生数は僅か 2,247 人であり、全体の 0.7%を占めている（日本学生

支援機構 2019）。最新のデータ（2022 年）では、アフリカ出身の留学生数

は 2,273 人であり、全体の 1%を占めていることから、増加傾向が顕著では

ない（日本学生支援機構 2022）。 

2. 日本のアフリカ人留学生受け入れ戦略 

「高度人材獲得」が掲げられた 30万人計画が推進された当初の政策文書

において、アフリカ人留学生の受け入れ促進が明記された（文部科学省

2008b）。そして、アフリカからの国費留学生受け入れの増加は、第 5回アフ

リカ開発会議（TICAD V）（1）において行動計画に組み込まれていた。特に、

自然科学および工学分野での高等教育推進を重点化し、5年間で 800人の国

費留学生をアフリカから受け入れるとした（外務省 2013）。アフリカ諸国の

経済成長、資源への関心の高まり、日本企業の現地進出等を背景に、国益に

資する人材育成の観点に基づいた受け入れ促進の重要性から、アフリカが

重点地域として設定された（同出典）。 

さらに、本会議においては、「アフリカの若者のための産業人材育成イニ

シアティブ」（ABEイニシアティブ、African Business Education Initiative for 

Youth）の構想が打ち出された。ABEイニシアティブは、アフリカの産業人

材育成と日本企業のアフリカビジネスをサポートする「水先案内人」の育成

を目的として、アフリカの若者を日本に招き、日本の大学での修士号取得と
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日本企業などでのインターンシップの機会を提供するプログラムである。

2013年に日本政府から発表され、5年間で 1,000人のアフリカの若者へ高等

教育と日本企業でのインターンシップ機会の提供を目指すとし、2014 年に

第一期生の受け入れが開始された。それ以降、アフリカ全 54か国から、延

べ約 1,600人（2022年 12月時点）が本プログラムに参加している（国際協

力機構 2022）。 

 ABEイニシアティブでは、アフリカの若者を対象に、修士課程で学ぶ機

会に加え、日本企業との交流やビジネススキル等について学ぶ機会の提供

や、プログラム修了生への帰国後のフォローアップ活動にも力を入れてい

る。修了生は積極的に日本企業とのネットワークを育み、日本企業とアフリ

カの連携促進を目指すネットワーク組織を立ち上げている。また、日本企業

に就職したり、ビジネスパートナーとして日本企業とビジネスを始めたり

するケースも増えている（国際協力機構 2023）。 

以上より、アフリカ人留学生受け入れの政策は前面に押し出されている

が、研究背景で述べたように、留学生数の顕著な増加傾向が見られない。ま

た、日本に留学するアフリカ人学生は、大学院レベルでの在学者が多く、学

部レベルでの留学は限定されている課題がある（佐久間・川口 2019）。 

3. 先行研究の検討 

これまでの研究では、留学生が様々な課題に直面していることが報告さ

れている。これらの課題には、一般的に、限られた社会的支援、家族や友

人からの孤立感、経済的困難、新しい文化的・社会的規範への適応、カル

チャーショック、新しい教育スタイルへの適応などが含まれている（Bista 

& Foster 2011; Chapdelaine & Alexitch 2004; Hartshorne & Baucom 2007）。アメ

リカにおける留学生に関する研究において、様々な課題の中で、言語上の

問題が最も議論されている（Gebhard 2013）。留学生の英語力が限られてお

り、アメリカ人との交流の経験や慣れがない場合、アメリカ人と友人関係

を作ること、社会的ネットワークを構築することが難しいと指摘されてい

る（Constantine, Kindaichi, Okazaki, Gainor & Baden 2005）。他方で、カナダ
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における研究では、留学生は文化の壁、排除される経験、就労ビザの申請

の煩雑さなどの課題に直面していると論じられている（Arthur & Flynn 

2011）。 

以上の課題を踏まえて、留学生のニーズに対応可能な教育システムや学

生支援の構築は、留学生を受け入れる大学にとって、大学運営と教育上の

重要な課題であると指摘されている（Bradley 2000; Resnick 2006）。留学生

受け入れ規模の拡大を背景に、日本の大学においても、こうした課題への

取り組みが不可欠である。 

日本の留学生受け入れに関して、国家レベルに着目し、留学生 30万人計

画の成果と課題を検討した研究がある（佐藤 2021）。その結果、留学生 30

万人という目標は達成されたものの、増加の中心は専修学校や日本語教育

機関で学ぶ留学生であり、将来高度人材となることが期待される大学や大

学院留学生の増加は限定的で、優秀な留学生の増加が十分に達成されてい

ないことが判明した。また、大学等のグローバル化は、英語コースの増加が

大学院を中心とする直接入学者の増加をもたらしたが、入学時点で日本語

力を求めないことと、英語による授業のみで学位が取得できる利点が、日本

就職促進上の課題となっていることが明らかになった。留学生の日本での

就職に関して、約 6割の留学生が卒業・修了後の進路希望として日本での就

職を希望しているものの、実際に日本国内で就職できたのは 3 割のみであ

る（文部科学省 2022）。 

水野（2003）は、留学生を支援する役割を果たす人々を、次の3つのカテ

ゴリーに分類している。第一に、指導教員、事務職員、日本語教師などが

「役割ヘルパー」として留学生を援助する役割を果たす。第二に、同国人

留学生や日本人学生が「ボランティアヘルパー」として留学生を支える。

最後に、「専門的ヘルパー」として、専門知識を持つ人々が留学生に専門的

な支援を提供する。このうち、留学生が最も依頼するのは、同国人留学生

等のボランティアヘルパーである。 

大西（2012）は、多くの留学生を受け入れる大学において長期的に目指

されるべきは、留学生支援全体の国際化、多文化化に向けた本質的な変容

による支援の充実化であると指摘している。教職員並びに学生全体の異文
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化対応力の底上げにより、留学生の日常生活上の困難を減少させるととも

に、留学生に関わる援助専門家が、新たなサービスの開発や既存のサービ

スの変容に関与していくことが必要である。また、西村・猪又・趙（2023）

は国際化の取組みを実施していない、又は実施が困難な状況にある大学に

おいて、実現可能性が高く継続することのできる取組みの要素として、キ

ャンパス及び地域の多様性の活用、チューター制度などの一定期間に渡る

学生交流の活用、異文化理解講座などの1回完結型交流の活用の3つの要素

を提示している。 

個人レベルに着目し、留学生が抱える問題に関する事例研究は蓄積され

ている。例えば槌田・林・廣瀬（2004）の研究では3つの因子が示されてい

る。奨学金やアルバイトといった経済的因子、学習・研究等で問題を抱え

た際の支援が不十分であるといった制度的因子、人間関係に関する社会的

因子である。これらの諸因子には、留学生の「日本語能力」が影響してい

ると指摘されている。また、就職課題に関して、日本の就職活動は独特な

文化を持っているため、就職活動の手順を理解する留学生は増えてきたも

のの、採用基準や条件、ルールなどの本質的な違いが理解できていないた

め、知識不足に陥る留学生が多い（久保田 2019）。さらに、最近の留学生の

傾向として、留学の目的意識が欠如している学生が増えている。アルバイ

ト、日本語の習得、授業のサイクルを何も考えず義務的に過ごしており、

就職活動で作成するエントリーシートの作成段階で記載するための経験値

が不足している留学生が多く見られる（同出典）。 

以上より、日本におけるこれらの先行研究は、全体の留学生を扱って議

論している。しかし、出身地域やその地域の社会的分脈の違いによって、

留学生が抱える問題は多様化していることが考えられる。そのため、異な

る地域からの留学生に着目し、その留学課題をより具体的に検討すること

が重要になる。 

森田（2016）の研究では、留学生の少数派である、後発開発途上国（Least 

Developed Countries、以下ではLDC）からの留学生に焦点を当て、日本で困

難を感じた問題に関する調査を行った結果、1位が「言語上の問題（72％）」

(2)、2位が「経済上の問題（71％）」、3位が「文化上の問題（46％）」である
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ことが明らかになった。英語力を基準に選抜を受け直接大学に入学する

LDC留学生は、学位取得に日本語が必要ないため、彼らは自身が能動的に

日本語を勉強するのではなく、英語で選抜した以上は英語で学生サービス

をするよう学内外に要求し、それが通用しないと不満を抱える傾向が見受

けられる。さらに、低い日本語能力によって経済的な問題（生活に必要な

情報を得られず必要以上に支出が増加し、奨学金を得られる機会を喪失す

る）、学習上の問題（重要な学習資料が日本語でしか書かれていない）、友

人関係の問題（日本人友達を作ることが難しい）が生じる。 

アフリカ出身の留学生にとっては、旧宗主国との言語的共通性、地理的近

接性、文化や教育システムの近似性、就職と定着の機会などが、欧米諸国へ

の留学動機として指摘されてきた（Woldegiorgis & Doevenspeck 2015）。しか

し、イギリスにおけるアフリカ人留学生は偏見や差別を受けやすいことが

指摘されている（Caldwell & Hyams-Ssekasi 2016）。また、アメリカにおいて、

各地域からの留学生の心理状況を比較した結果、アフリカ人留学生は他地

域からの留学生より、自己効力感が低下しており、異文化適応のストレスと

鬱（depression）が顕著であるとする報告もある（Constantine, Okazaki & Utsey 

2004）。 

日本におけるアフリカ出身の留学生を対象とした研究では、約半数が先

に他国への入学申請をした経験があり、日本は候補国の一つであることが

指摘されている（佐久間・川口 2019）。日本への留学は、言語的にも選択肢

に含めにくいことに加え、手続きの煩雑さによって、さらに学生の進学意欲

を減退させているという。一方で、日本の大学を最終的に選択した理由とし

て、学術的な先進性、治安の良さ、教育環境の良さの 3点が挙げられる。特

に、日本に留学するアフリカ人学生は、日本の教育の質に高い信頼を置いて

いた。さらに、留学先を決定していく過程で、日本や日本人に対し、好意的

な印象を有し、親近感を有していることが浮き彫りとなった（同出典）。ま

た、同研究では、卒業・修了後も日本に残り、就職や就労経験を希望する学

生が多いことが明らかとなった。しかし、日本の大学のキャリア支援が、日

本人学生、または日本語を話せる留学生を対象としているため、結果的にア

フリカ人学生に支援が行き届かないという課題が論じられている。 

日本学生支援機構（2023）の最新の進路状況調査（2021年度）により、ア
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フリカ人留学生の日本国内における就職率は26.9%であり、進学率は18.5%

である。それに比べて、留学生全体の日本国内における就職率は37.7%であ

り、進学率は21.9%である。すなわち、留学終了後、アフリカ人留学生の日

本への滞在率が留学生全体の滞在率より低い。 

このように、日本におけるアフリカ人学生の留学経緯と進路希望が明ら

かになっているものの、彼らの留学経験（留学中における学内外の経験を含

む）に着目した研究はほとんどない。それに対して、本研究では、日本にお

けるアフリカ人学生の留学経緯と進路希望を踏まえて、留学経験に焦点を

当てる。留学生の中ではマイノリティであるアフリカ人留学生は、日本留学

においてどのような課題に直面しているかを検討することが重要になる。

その課題と、先行研究で指摘されている留学課題と比較して、独特な課題を

明らかにすることが可能である。さらに、留学生本人だけでなく、その指導

教員と留学事業の関係者の視点から、留学課題を多面的に検討することに、

本研究の独自性がある。 

4. 調査地と調査概要 

本研究では、北海道における A 大学と関東地方における B 大学を調査地

とした（両大学は国立大学）。A 大学における調査は、2020 年 11 月（5 日

間）と 2023 年 2月（5 日間）に実施した（3）。B大学における調査は、2023

年 2月（5日間）に実施した。 

A大学は文部科学省から委託され、サブサハラ・アフリカにおけるザンビ

アのオフィスを拠点として日本留学の推進事業を実施している。具体的に

は、アフリカにおける専門人材育成への貢献と日本の大学の教育・研究基盤

拡大および多様化を目的とした留学生受け入れを目指し、アフリカ各国で

留学フェア、日本語教育支援、留学手続き支援などを行なっている。 

B 大学は、「大学の世界展開力強化事業」（4）に採択され、アフリカ諸国と

の大学間交流に関する事業を実施している。具体的に B大学は、6機関【ジ

ョモケニヤッタ農工大学（ケニア）、メル科学技術大学（ケニア）、アジスア

ベバ大学（エチオピア）、ダルエスサラーム大学（タンザニア）、ネルソンマ

ンデラアフリカ科学技術機構（タンザニア）、ガーナ大学（ガーナ）】と連携
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している。交換留学（アフリカ人留学生と日本人学生を含めて）などを通じ

て、SDGsの目標達成に貢献できるグローバル人材の育成を目的としている。  

以上より、日本における大学の中で、A 大学と B 大学はアフリカ人留学

生を受け入れる代表的な国立大学であると言える。また、在籍しているアフ

リカ人留学生数（2023年現在）に関して、A大学では 89人、留学生全体の

4.2%を占めており（A 大学が発表している基本情報による）、B 大学では 8

人、留学生全体の 3.3%を占める（B 大学が発表している基本情報による）。

両大学の受け入れ規模は異なるが、大学におけるアフリカ人留学生数の割

合は、日本におけるアフリカ人留学生の割合（1%）より遥かに高い。 

また、留学事業の戦略にはそれぞれの特徴がある。A大学はアフリカルサ

カオフィスを拠点とし、アフリカ人学生を日本に留学させることを事業の

中心としている。B大学は日本とアフリカの共同事業に貢献できる人材育成

を目的とし、アフリカ人留学生の受け入れだけでなく、日本人学生の交換留

学（アフリカの連携大学へ）も推進している。 

両大学における留学推進事業の関係者（コーディネーターや職員など）、

アフリカ人留学生とその指導教員を対象とし、大学のキャンパスにおいて

インタビュー調査を実施した。1対 1のインタビューとグループインタビュ

ーの両方が含まれており、毎回のインタビュー時間は 60分から 120分まで

である。 

留学推進事業の関係者に対するインタビューでは、事業の実施状況と感

じた課題、日本留学の促進要因と阻害要因に関する内容を聞き取った。また、

指導教員に対するインタビューでは、アフリカ人留学生を指導した経験か

ら感じた留学課題について聞き取った。これらのインタビューは日本語で

実施した。アフリカ人留学生に対するインタビューでは、日本留学に至る経

緯、留学中の経験や感じた課題などの質問項目を用意したが、対象者の自由

な語りを壊さないように対話を行った。調査対象者の言語状況に応じて、イ

ンタビューは英語で実施した。インタビューの前後に行った雑談や食事な

どの交流も、調査対象者との信頼関係を築くために役立ち、彼らの留学経験

を理解することに貢献した。特に、筆者も日本における留学生の一員であり、

同じ立場から留学経験を理解することができる。さらに、留学生同士として、

信頼関係も構築しやすいと考えられる。 



共生学ジャーナル 第 8号 Journal of Kyosei Studies, March 2024, Volume 8: 70-91. 

79 

5. 調査結果 

5.1 事業関係者の視点から見た留学事業の促進要因と阻害要因 

この節では、A 大学と B 大学における、留学事業を推進している関係者

の視点から、留学事業の阻害要因と促進要因を分析する。 

A大学の職員（アフリカで留学フェアを実施する担当者 3人）によると、

日本を留学の候補国として考えている学生は多い。優先的に検討した留学

先としては、イギリスとフランス（宗主国）、アメリカ、オーストラリア、

南アフリカが挙げられる。しかし、日本は欧米と比べて留学コストが相対的

に低いことが魅力的であり、アニメなどのサブカルチャー及び工業技術（日

本車への好印象、技術立国のイメージ）への憧れは、アフリカ人留学生が日

本に留学した大きな理由である。また、英語プログラムが存在し、特に理系

では、英語の通用性が高いため、教育面では言語の問題が緩和されている。 

一方で、日本留学の奨学金の枠が限定されており、私費留学生を受け入れ

にくい。また、奨学金の種類によって申請システムが異なるため、奨学金の

申請が複雑である。加えて、日本の大学だけでなく、各学部・研究科はそれ

ぞれの入学制度を設定しているため、入学要件は異なり、アフリカ人学生に

とって理解することが難しい。欧米の主要大学と比べて、世界大学ランキン

グにおいて順位が相対的に低く、競争力が足りない。また、多くのアフリカ

人学生にとって、周りに日本に留学した経験者が少なく、日本留学の情報が

限られている。ある職員は、「日本では黒人学生に対して差別的問題がある

かどうか、不安を感じているアフリカ人学生は多い」と話した。英語プログ

ラムの留学を申請する際、IELTSまたは TOEFLの成績が要求される。アフ

リカにおける英語圏出身の留学生にとっては、受験費用の負担が重く、受験

の意味は理解しにくい。 

B 大学の留学事業担当者 2 人によると、新型コロナ感染症の感染拡大に

より、海外への渡航ができなかったため、B大学及びアフリカの連携大学の

学生を対象にオンライン集中講義を英語で行った。また、修士課程の学生が

研究発表を行い、学生サミットも実施した。これらの活動によって、異なる

分野の日本人学生とアフリカ人学生は、チームワークを通じて交流し、意見

交換を行うことができた。また、学生同士でネットワークを構築し、アフリ
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カ人学生は日本留学に関心を高めた成果が見られる。要するに、これらの活

動は、日本留学のスタートアップとして機能していると考えられる。 

アフリカ人学生は日本留学に関心が高い一方、日本人学生はアフリカに

留学することに関心が薄く、交換留学のプログラムに応募する学生は少な

いという課題がある。「毎年日本人学生 3人に対して、留学の奨学金枠を用

意しているが、応募者数が足りない」という。それと同様に、A大学の職員

の 1人も、「日本はアフリカから学ぶことが多いので、日本人学生はもっと

アフリカに関心を持ち、アフリカを知ることが大事である」と話した。 

また、B 大学の職員の 1 人は、「大学では日本語でしか研究指導ができな

いと断言している教員がおり、留学生を受け入れにくい」と話した。特に、

非漢字圏出身のアフリカ人留学生にとって、日本語の習得は難しいため、英

語プログラムに留学することを優先している。また、B大学ではアフリカ研

究者が少ないことに加えて、アフリカに関心を持つ教員も限られている。 

5.2 アフリカ人学生の留学経緯と留学課題 

この節では、アフリカ人学生の留学経緯と進路希望を踏まえて、留学経験

（学習・研究面における経験と生活面における学内外での経験）から、留学

課題を抽出して議論する。その課題を、森田（2016）の分類方法を参考にし

て分類した。同研究では、言語上の問題とそれから派生する問題が議論され

ている。具体的には、学習上の問題、生活上の問題、文化上の問題、経済上

の問題などが挙げられる。本調査で留学課題を分類した結果、特に顕著であ

るのは言語上の問題である。それと関連して、文化上の問題と学習上の問題

が存在する。その他に、疎外される経験などの差別的問題も挙げられる。 

調査対象者であるアフリカ人留学生 11 人の中で、A 氏、B 氏、C 氏、D

氏、E氏、F 氏（総計 6 人）は B 大学に在学しており、G 氏、H 氏、I 氏、

J氏、K氏（総計 5人）は A大学の留学生（卒業生も含む）である（表 1）。
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表 1 調査対象者の属性 

仮名 性別 出身国 専攻（在学段階） 奨学金別 

A 男 ナイジェリア 生物学（D1） JICA 

B 男 ナイジェリア 経済学（M1） JICA 

C 女 マダガスカル 経済学（M1） JICA 

D 男 マラウイ 経済学（M1） JICA 

E 女 エリトリア 建築学（M1） JICA 

F 男 ガーナ 教育学（D1） なし 

G 男 ナイジェリア 生物学（M1） 国費 

H 男 ガンビア 食品科学（M2） JICA 

I 男 ガーナ 獣医学（D卒業） 国費 

J 男 ザンビア 環境工学（D卒業） 国費 

K 女 ケニア 日本学（B1） なし 

注記： K氏以外、全員は英語プログラムに留学している。 

出典：筆者作成 

 

表 1 のとおり、10 人のうち 8 人は奨学金を受給している。その奨学金に

よって調査対象者の留学経緯は異なる。A 氏、B氏、C 氏、D 氏、E 氏、H

氏は母国の公務員であり、政府機関、または国立大学で働いている。彼らは

職場で JICAの奨学金を受給する機会を得た。政府との契約により、留学後

は元の職場に戻る義務がある。彼らは、学位を取得するだけでなく、留学中

に日本人とネットワークを構築することを目指している。しかし、彼らにと

って、日本語を習得することが難しく、言語の壁が最も深刻な課題である。

日本語がうまく話せないと、日本人友達を作るのは困難であるという。 

A 氏と B 氏はサッカーが趣味で、日本人学生と一緒にしたいと思ってい

たが、実現できなかった。この 2人は、「日本人学生がサッカーをしている

のを見て、参加しようと思ったが断られた。ナイジェリアでは、一緒にサッ

カーをするし、新しく来た人はいつでも参加できるが、日本では違う。彼ら

はサークルや部活などの団体に所属し、同じ団体のメンバーとしか付き合

いたがらない」と語った。A 氏と B 氏は他の留学生とサークルを設立し、

週 1回でサッカーをしているが、日本人学生は参加していないという。 

G 氏、I氏と J氏は大学の推薦を得て、国費奨学金を受給して留学に至っ

た。彼らは留学する前に、A大学の教員と知り合った経験がある。G氏は学

部の時に 1 年間 A 大学に留学し、その時に現在の指導教員と知り合った。
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学部卒業後はその教員の協力で国費奨学金を申請できた。修士課程修了後、

継続的に博士課程に進学したいと考えている。G氏にとっても、言語の壁が

一番大きな課題である。研究室の中では、教員と学生と英語で交流すること

ができるが、研究室の外で日本人と交流することは困難であるという。 

I 氏は母国で学士課程と修士課程を修了した。修士課程の指導教員は、A

大学の教員と共同研究を行っているため、指導教員の紹介で A 大学の教員

と知り合った。そして教員の協力で国費奨学金を受給できて留学に至った。

博士課程修了後は研究室の助教として働いている。I氏は 2年程度日本で働

いてから、アメリカやカナダに移住したいと話した。彼の話によると、日本

では永住権が取得できるが、日本国籍を取得するのは難しい。それに比べて、

アメリカとカナダは移民を多く受け入れており、国籍も取得しやすい。特に、

将来の子どものために、移民先の国籍を取得することが重要であるという。

さらに I 氏は、「多くの日本人は、欧米やアジアから来た人たち以外には閉

鎖的である。差別的な暴言や暴力などを受けたことがないが、時々他の外国

人と異なる扱いを受けている」と語った。 

J氏は母国で学士課程を修了し、修士課程はロシアに留学していた。卒業

後はザンビアに帰国し、博士課程の留学機会を探していた。学部時代の教員

の紹介で、A大学の教員と知り合い、半年間助手として研究プロジェクトに

協力した。そして、その教員の協力で国費奨学金を申請できた。博士課程修

了後は研究室の研究員として働いている。J氏は交際している日本人のパー

トナーと結婚し、長期的に日本で生活する予定である。留学課題に関して、

日本人は外国人に対してオープンではないことを話した。彼を排除する行

動はしないが、疎外することがあるという。例えば、電車の中で日本人は J

氏を避けて、彼の隣に座らない。また、「多くの日本人はシャイで、留学生

に話しかけないので、留学の初期は日本人友達ができなくて孤独を感じた」

と語った。しかし、J氏は時間をかけて日本の文化を理解し、それに適応し

てから、日本人の友達を作ることができたという。 

F氏は 1年間の教員研修プログラム（奨学金付き）で日本に留学した経験

があり、帰国後は修士課程への留学を決意した。しかし、年齢の制限によっ

て奨学金を受給できず、私費で留学している。留学中は、履修できる英語授

業が限られているため、日本語授業を履修しなければならないという。しか

し、彼は日本語授業の難しさを感じながら、日本語を習得する重要性を意識
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している。将来は日本の大学で働きながら、職業訓練の研究を通じて、母国

の政府に対して政策提言を行いたいという。母国に貢献する意欲が高いが、

国内で経費など研究の制限があるため、F氏は帰国せずに海外に滞在し、経

験を積んで影響力を持った上で貢献したいと考えている。しかし、日本語能

力をさらに向上させないと、留学後に日本で就職することが難しいことを

認識している。 

調査対象者の中では、最初に自ら日本に留学しようと考えていた学生は K

氏（ケニア人女性）だけである。彼女は高校時代から小説を書くことに専念

し、欧米の小説を見飽きた後、日本の漫画に興味を持ち始めた。そして日本

への留学を決め、学部プログラムに入学した。要するに、日本の文化に関心

が高いことが主な留学動機である。彼女は小説家になることは夢であるが、

進路希望に関しては、日本での就職を目指している一方、奨学金を受給でき

れば、中国、またはロシアへの留学（修士課程）も検討する。留学課題に関

して彼女は、「日本語授業のペースが速すぎて勉強のハードルが高い。先生

の英語力も不足しているから交流が難しい」と話した。また、授業では留学

生だけが参加し、日本人学生と交流する機会が少ないという。 

 以上より、調査対象者は異なる留学経緯を持っており、留学中に日本人と

交流し、さらにネットワークを構築することを望んでいるが、言語上の問題

と交流の壁を感じている。また、言語上の問題による学習上の問題、日本の

「閉鎖的な文化」への不適応、差別的問題などの課題に直面している。 

5.3 留学生の指導教員の視点から見た留学課題 

この節では、アフリカ人留学生の指導教員の視点から、留学課題を議論す

る。 

A大学の教員の 1人によるインタビューから、留学生の間に、様々な格差

があることが明らかになった。ポジティブなケースとして、大学の充実した

研究設備によって、アフリカ人留学生が急成長を遂げ、日本人学生の研究力

を超えていた。一方で、指導教員の放任主義などの指導方法に適応できず、

退学してしまった事例もある。留学生が多い部所では、留学生同士で助け合

うことができるが、留学生が少ない部所では厳しい。また、留学効果は留学

生個人の素質にも強く関連する。日本への留学を通して、専門性の向上や学

位の取得というメリットを得ることができる留学生が多い一方で、日本の
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大学での学び方に上手く適応できない留学生の事例もある。 

B 大学の教員の 1 人は、「アフリカ出身の学生は心身ともに頑丈で勉強に

貪欲だと、一律に思い込むことは、留学のミスマッチを産んでしまうリスク

を伴う」と話した。また、その教員は、病気で入院した留学生の世話を母親

に頼んだことがあったが、留学生は教員の母親を「家事使用人」だと思って

いた。それについて、教員は、「プライバシーの概念や、家族の世話をして

いい人間を階層や同じ民族に限定するというカルチャーギャップは根深い。

彼らにとって国際社会に対峙して柔軟に意識改革できる人こそ、本当に留

学効果がある成功例となるかと思う」と強調した。その留学生は自民族意識

が強すぎるため、日本の文化を受け入れることができず、教員と信頼関係も

築けずに退学という結果を招いた。この他、留学生の支援団体は複数存在す

るが、お互いの連携がとれておらず、教員との齟齬も生じているという。 

他方で、アフリカ人留学生の進路選択に関して、B大学の教員の 1人によ

ると、指導したケニア人留学生（ABE イニシアティブ履修生）は留学後、

ケニアの日本企業で働いているが、将来は日本で博士の進学を目指してい

る。その教員は、「ABEイニシアティブの卒業生の 2割だけが日系企業で働

いている。アフリカにおける日本企業数が少なく、現地の人材をあまり求め

ていない一方、修士号を取得したアフリカ人学生は、もっと良い仕事を希望

している」と語った。 

6. 考察 

留学生数増加の中心である専修学校や日本語教育機関で学ぶ留学生とは

異なり（佐藤 2021）、アフリカ人留学生は学位取得を目指して、大学院レベ

ルで学ぶ割合が高いことから、日本が望んでいる「高度人材」に当てはまる。

本研究の調査結果から、アフリカ人学生は日本留学に関心を持っているこ

ともわかった。しかし、日本のサブカルチャーや高度な技術、欧米より低い

留学コストなどは留学生を惹きつける一方、世界大学ランキングにおける

低い順位や留学申請システムの煩雑さなどは留学の阻害要因になっている。 

アフリカ人留学生に対するインタビューでは、ほとんどの学生は自ら日

本に留学しようとするのではなく、ネットワークを通じて日本留学に至っ
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た。具体的には、指導教員の紹介、研究活動や学会で日本人教員と知り合っ

た経験、所属する政府期間のアレンジなどの機会が挙げられる。これと同様

に、佐久間・川口（2019）の研究では、留学生の中には、すでにアフリカに

おいて日本や日本人と何らかの関わりを有する者が多数見受けられた。要

するに、日本留学の情報が限られており、日本人との接点も限定されている

ため、日本語ができない学生は、日本に留学し学位を取得するのは考えにく

い。 

槌田ほか（2004）は、留学生の悩みである「人間関係」に大きく影響を及

ぼす要因として「日本語能力」を挙げている。特に、近年大学における英語

を基本とした入試・授業を展開するコースの増加などに伴い、留学生の日本

語能力の低下がみられる。このような言語上の問題から生じた人間関係の

課題は、他の地域における研究（例えば Constantine et al. 2005）でも指摘さ

れている。しかし、本研究では、言語上の問題だけでなく、アフリカ人留学

生は、日本人学生が留学生と積極的にコミュニケーションを取らない「閉鎖

的な文化」を実感し、部外者を受け入れにくい部活の文化などのカルチャー

ショックを経験している。そのため、日本語習得の意欲が低下し、日本留学

の満足度が下がる可能性がある。このような留学課題は、日本の独特な文化

と関連しているため、他の留学先とは異なると考えられる。加えて、留学効

果は留学生個人の素質と学習環境によって異なり、個人間の格差が生まれ

ることも明らかになった。 

留学生をサポートする援助提供者（指導教員、事務職員、日本語教師や専

門家など）の中で、留学生が最も依頼するのは、同国人留学生等のボランテ

ィアヘルパーであることが指摘されている（水野 2003）。しかし、日本にお

けるアジア出身の留学生と比べて、アフリカ人留学生にとって、母国は地理

的に離れており、依頼できる同国人留学生が少なく、ネットワークも制限さ

れている。そのため、留学課題を克服することが他の留学生より難しいと考

えられる。要するに、アフリカ人留学生は大学において、同国人留学生以外

の援助提供者からの支援をより必要としている。 

一方で、イギリスでの研究（Caldwell & Hyams-Ssekasi 2016）で論じられ

たことと同様に、日本におけるアフリカ人留学生も差別的問題を経験して

いる。特に、アフリカ人の存在を身近に感じることに慣れていない日本人に

とって、差別の意識を持っていなくても、彼らを疎外することがある。その
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結果、アフリカ人留学生はそのような行為を差別として認識する可能性が

高いと考えられる。このような留学課題は、マジョリティであるアジア人留

学生と比べて、マイノリティであるアフリカ人留学生の中では顕著である

と言える。 

先行研究では、英語で教育を受けたがゆえに、企業の多くが求める日本語

力に到達せず、日本での就職が困難となっている実態が明らかになった（佐

藤 2021）。本研究では、言語上の問題と日本人学生と交流機会の不足により、

就職情報入手の手段が制限されており、実際に日本での就職を検討するこ

とが難しいことも分かった。博士号を取得し研究員として日本で働いてい

る事例があるが、それは英語が通用する研究室の「内部の仕事」であり、研

究室の外部（一般企業など）における就職とは状況が異なる。一方で、ABE

イニシアティブは日本企業のアフリカビジネスをサポートする「水先案内

人」の育成を目的としているが、自身のキャリア形成を優先する留学生は、

アフリカの日本企業に就職するモチベーションが上がらない可能性がある。 

以上の留学課題に対し、留学支援システムの改善が必要である。まず、留

学を検討するアフリカ人学生を増やすために、日本留学の魅力が伝わるよ

うな情報発信が重要である。また、入学申請と奨学金申請の入口を一本化す

るなど、留学システムの調整と更新が要求される。アフリカ人留学生をスム

ーズに受け入れるために、日本人教員はアフリカに対する関心を向上させ

る必要がある。さらに、大学教育の国際化に対して意識を高めて、英語での

研究指導を積極的に行うなど、留学生を受け入れやすい環境を作ることが

不可欠である。加えて、共同研究などを通じ、日本とアフリカにおける大学

の教員同士の関係作りも重要になる。 

留学中のアフリカ人学生に対して、教員の役割と各支援団体の役割を明

確化し、協力関係を築くことが求められる。特に、留学生の地域や国籍だけ

ではなく、年齢、身分や家庭状況などの個人背景を理解する上で、適切な支

援を行う必要がある。さらに、違う留学経緯により、アフリカ人学生の留学

経験と進路希望は異なるため、多様性がある柔軟な支援制度が必要である。

例えば、留学生の支援側は、アフリカ人留学生と定期的に交流することで、

彼らの個人背景と留学経緯をより理解することが可能であろう。 

アフリカ人留学生が直面している課題の共通点として、日本語の習得と

日本文化の適応の難しさが挙げられる。それらの課題を解決するために、留
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学事業の関係者だけでなく、日本人学生がアフリカへの関心を高めて、積極

的に留学生と交流することが重要になる。日本の独特な文化と関連してい

る部活の制度を変えることは難しいが、留学生に説明し、理解を促すことは

できるであろう。そうすると、留学生は文化の違いに柔軟に適応することが

可能になる。同様に、アフリカ人留学生に対する疎外行為を根絶することは

困難であるが、差別的問題として認識しないように、留学生がその行為の背

景を理解することは可能である。 

最後に、日本の大学側はアフリカ人留学生を一方的に支援するだけでは

不十分である。アフリカ人学生と日本人学生が平等な関係を構築し、交流し

合う機会を増加させて、お互いに学び合うことが重要である。それは、日本

人学生にもメリットがある。異文化交流に関連する教育の可能性は多くの

研究者が指摘している。例えば、泉水・小池（2012）は異文化との親密な関

係やコミュニケーションが異文化受容態度を活性化させ自己概念やアイデ

ンティティの獲得にポジティブな影響があることを論じた。また、西村ほか

（2023）は、大学教育の国際化は、学生に自己成長や行動変容を促すなどの

教育的意義を持っており、大学の取組み内容においては、留学生と日本人学

生との交流・協働という共通性を確認した。このように、アフリカ人留学生

との交流は、留学生支援だけのためではなく、日本人学生の成長と大学教育

の国際化にも貢献できると考えられる。 

終わりに 

本研究では、北海道と関東地方における 2校の国立大学を事例に、アフリ

カ人留学生とその指導教員、留学事業の関係者という総合的な視点から、日

本におけるアフリカ人留学生受け入れ状況と課題を検討した。その結果、日

本のサブカルチャーと高度な技術、留学コストの面で留学生を惹きつける

一方、世界大学ランキングにおける順位の低さや留学の申請システムの煩

雑さなどは留学の阻害要因になっていることが明らかになった。 

アフリカ人学生の留学課題として、言語上の問題、学習上の問題、文化上

の問題などが挙げられる。彼らは、日本人学生が留学生と積極的にコミュニ

ケーションを取らない「閉鎖的な文化」を実感し、部外者を受け入れにくい
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部活の文化などのカルチャーショックも経験している。このような留学課

題は、日本の独特な文化と関連しているため、他の留学先とは異なる。また、

アフリカ人留学生は差別的問題を経験している。このような留学課題は、マ

ジョリティであるアジア人留学生と比べて、マイノリティであるアフリカ

人留学生の中では顕著であると言える。さらに、日本語能力の低下や日本人

学生と交流機会の不足により、就職情報の入手手段が制限されており、日本

での就職を検討することが難しいこともわかった。これらの留学課題に対

して、アフリカ人留学生受け入れに関する多様な支援策を提案した。 

本研究の制約としては、サンプリングの限界から、調査対象者の性別や専

攻、調査地の地域性など、サンプルに偏りがある。そのため、本研究で得ら

れた知見については、依然として検証の余地があると考えられる。今後の研

究では、調査地を多様化し、本研究の結果と比較してより深みのある分析を

試みたい。また、日本で就労できた留学経験者に焦点を当て、彼らの留学経

験と留学課題を分析することも重要になる。さらに、帰国した元留学生をト

レースし、日本留学が長期的に個人や母国に対して、いかなる影響をどのよ

うに与えているかも考察していきたい。  

 

注 

(1) TICADとは、Tokyo International Conference on African Development（アフリカ開

発会議）の略であり、アフリカの開発をテーマとする国際会議である。1993年

以降、日本政府が主導し、国連、国連開発計画（UNDP）、世界銀行及びアフリ

カ連合委員会（AUC）と共同で開催している。2022 年 8 月 27～28 日にはチュ

ニジアのチュニスで第 8回アフリカ開発会議（TICAD 8）が開催された。 

(2) ここでの「言語上の問題」は日本語の習得で問題を抱えているという文脈だけ

でなく、「日本人が英語を話さないため困る・英語サービスが不十分のため困る」

という文脈を含む。 

(3) 2020 年 11 月の調査では、留学事業の関係者とアフリカ人留学生の指導教員へ

のインタビューを実施したが、大学のコロナ対策によって留学生へのインタビ

ューができなかった。追加で、2023年 2月の調査では留学生に対するインタビ

ューを行った。 

(4) 「大学の世界展開力強化事業」とは、国際的に活躍できるグローバル人材の育

成と大学教育のグローバル展開力の強化を目指し、高等教育の質の保証を図り

ながら、日本人学生の海外留学と外国人学生の戦略的受入を行う事業対象国・

地域の大学との国際教育連携の取組を支援することを目的として、文部科学省

において 2011年度から開始された事業である。 
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